「2014年子どもと家族に関する法律」よりヤングケアラーに関する部分の日本語訳　
第５章　ヤングケアラーと親ケアラー
第96条　ヤングケアラー
（１）1989年子どもに関する法律第17条の後に、以下を挿入する。
“第17ZA条　　ヤングケアラーのニーズに関するアセスメント（査定）：イングランド
（1） イングランドの地方自治体（local authority）は、次の各号に該当するときは、担当地区のヤングケアラーについて、支援の必要性及び支援の具体的内容に関
し査定しなければならない。
（a）当該地方自治体から見て、当該ヤングケアラーが支援を必要としていると認められるとき。
　　　　（b）当該地方自治体が、当該ヤングケアラー又は当該ヤングケアラーの親から、ヤングケアラーの支援の必要性に係るアセスメントの要請を受けたとき。
　　（２）この法律において「ヤングケアラーのニーズに関するアセスメント」とは、前項に基づくアセスメントをいう。
　　（３）この法律において「ヤングケアラー」とは、他人のためにケアを提供し又は提供しようとしている18歳未満の者（ただし、第17ZB条第3項の要件を満たす者に限る。）をいう。
　　（４）第1項の規定は、自治体がヤングケアラーに関し、当該ヤングケアラーの被ケア者について「ケアに関連するアセスメント」を既に実施しているときには、当該ヤングケアラーには適用しない。
　　（５）第4項の規定に関わらず、ケアに関連するアセスメントが実施された時から、ヤングケアラー又は被ケア者のニーズ又は状況に変化が認められるときは、第1項の規定を適用し、ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントを実施するものとする。
　　（６）この法律において「ケアに関連するアセスメント」とは、次の各号に該当するアセスメントをいう。
　　　　（a）ヤングケアラーのニーズに関するアセスメント
　　　　（b）次のいずれかの法律に基づくアセスメント
　　　　　　（ⅰ）1995年ケアラー（承認及びサービス）に関する法律第1条
　　　　　　（ⅱ）2000年ケアラーと障害児に関する法律第1条
　　　　　　（ⅲ）2003年コミュニティ・ケア（遅延退院）に関する法律第4条第3項
　　（７）「ヤングケアラーのニーズに関するアセスメント」には、ヤングケアラーが被ケア者に対しケアを提供すること又は提供し続けることが、当該ヤングケアラーの支援の必要性、他のニーズ及び希望に照らして適切か否かに関するアセスメントが含まれなければならない。
　　（８）地方自治体は、「ヤングケアラーのニーズに関するアセスメント」の実施に当たっては、次の各号に定める状況を考慮しなければならない。
　　　　　（a）当該ヤングケアラーの、教育、訓練又はレクリエーションへの参加状況又は参加希望の程度
　　　　  （b）当該ヤングケアラーの就業状況又は就業希望の程度
　　（９）地方自治体は、ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントを実施するに当たっては、次の各号に定める者を参加させなければならない。
　　　　　（a）ヤングケアラー
　　　　　（b）ヤングケアラーの両親
　　　　　（c）ヤングケアラー又はヤングケアラーの親が参加を要請した者
　　（１０）ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントを実施した地方自治体は、当該アセスメントの記録文書を次の各号に定める者に渡さなければならない。
　　　　　（a）ヤングケアラー
　　　　　（b）ヤングケアラーの両親
　　　　　（c）ヤングケアラー又はヤングケアラーの親が当該記録文書の写しを渡すことを要請した者
　　（１１）被ケア者が18歳未満であるときは、地方自治体は、記録文書に、当該被ケア者を要支援児童とみなすか否かを記載しなければならない。
　　（１２）イングランドの地方自治体は、支援を必要とするヤングケアラーが担当地区内にどの程度いるかを把握するために必要な合理的措置をとらなければならない。
第17ZB条　　ヤングケアラーのニーズについてのアセスメント：補則
　　（１）この条に定めるところにより、前条を解釈するものとする。


　　（２）「ヤングケアラーの親」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。
　　　　　（a）ヤングケアラーの親で、当該ヤングケアラーに対し「親としての責任（parental responsibility）」を有していない者
　　　　　（b）ヤングケアラーの親ではないが、当該ヤングケアラーに対し「親としての責任」を有している者
　　（３）「ヤングケアラー」には、次の各号のいずれかに基づきケアを提供している者又はケアを提供しようとしている者を含まない。
　　　　　（a）契約に基づくケア


　　　　　（b）ボランティア活動としてのケア
　 （４）前項の規定に関わらず、地方自治体が、被ケア者とケアを提供し又は提供しようとしている18歳未満の者との関係に鑑み、当該18歳未満の者をヤングケアラーとみなすことが適当であると認めたときは、当該18歳未満の者をヤングケアラーとみなすことができる。（この場合においては、第3項は適用されない。）
　　（５）前条及びこの条において「ケアの提供」とは、実用的支援及び心理的支援の双方を含む。
　　（６）地方自治体は、次の各号のいずれにも該当する場合には、次項の要件に基づき、次の各号のアセスメントを同時に行うことができる。
　　　　　　（a）ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントの実施を義務付けられたとき。
　　　　　　（b）ヤングケアラー又は被ケア者に関する他のアセスメントの実施を義務付けられ又はその実施を決定したとき。
　　（７）「ヤングケアラーのニーズに関するアセスメント」は、ヤングケアラー及び被ケア者が同意した場合に限り、被ケア者に関するアセスメントと同時に行うことができる。
　　（８）国務大臣は、法律施行規則により、「ヤングケアラーのニーズに関するアセスメント」の実施について定めることができる。当該法律施行規則には特に次の各号に定める事項を置くことができる。
　　　　　　（a）地方自治体がヤングケアラーのニーズに関するアセスメントを実施するに当たり考慮すべき事項　　　　　　
（b）地方自治体がヤングケアラーのニーズに関するアセスメントを実施するに当たり決定すべき事項
　　　　　　（c）ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントの具体的実施方法
　　　　　　（d）ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントの様式
　　（９）国務大臣は、規則により、第17ZA条第6項b号に掲げる法律のリストを改正し、次の各号の措置をとることができる。
（a）新たな法律条項の追加
　　　　　　（b）既存の法律条項の削除
　　　　　　（c）既存の法律条項の改変
第17ZC条　　ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントの検討
　　（１）ヤングケアラーのニーズに関するアセスメントを実施する地方自治体は、アセスメントに関し、以下の各号について検討し、決定しなければならない。
　　　　　　（a）ヤングケアラーが提供し又は提供しようとしているケアに関して、支援を必要としているか否か
　　　　　　（b）支援を必要としている場合については、自治体が第17条に基づいて提供するサービスによって（完全に又は部分的に）ヤングケアラーのニーズが満たされるのか否か
　　　　　　（c）自治体の提供するサービスによってヤングケアラーのニーズが満たされるならば、当該ヤングケアラーに対して、当該サービスを提供するのか否か
　　（２）（以下、略）
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